（様式第１別紙２）
創薬エコシステム発展支援事業　事業計画書


会社名


④実施スケジュールは、本様式に記載することが困難な場合別紙としても差し支えございません。その際は、事業計画書の項目に対応する別紙がわかるようにしてください。


事業内容に関する事項（事業内容、事業実施体制）
革新的医薬品等実用化支援事業者公募要領５（２）で定める評価の観点等を踏まえて記載してください。また、公募要領５（３）④に記載する厚生労働大臣の認定基準を満たすことが明示的に確認できるよう記載してください。公募要領に記載の公募の目的や公募する事業の内容等を踏まえて、その趣旨と合致していることが確認できるよう記載してください。


・事業概要

必須項目となります。公募要領に従い、認定基準の各々の事項について必ず記載してください。

・厚生労働大臣の認定基準との関係


・事業者概要（カーブアウト支援に係る実績や海外導出支援に係る実績などの支援実績・成果も含めて記載）事業者の概要を記載するとともに、カーブアウト支援に係る実績や海外導出支援に係る実績などの支援実績・成果も含めて記載してください。


要件として記載必須です。i), ii) ,iii)について必ず記載してください。

1 人員体制
ⅰ）研究開発等支援者研究開発支援者等は、２名以上の記載が必要です。
研究開発支援者は、単なる経歴ではなく創薬プロジェクトへの具体的な貢献内容、プロジェクト実績、成果等が分かるように記載してください。
海外での製薬企業・バイオテックでの勤務経験、国際共同研究のリード経験、FDA/EMA/PMDAとのコミュニケーション、国内外VC・製薬企業との交渉経験、国内外におけるライセンスアウト交渉経験などを有する場合は、必ず記載に含めてください。






ⅱ）アドバイザー

海外の創薬エコシステムに精通する専門家がアドバイザーを記載してください。また、アドバイザーの関与・助言体制等を記載してください。





SAB記載の半数以上は、海外の創薬エコシステムに精通する外国人専門家を記載してください。
また、他の助成対象事業者の役職員その他の関係者はSAB構成員になることができません。

ⅲ）SAB




2 支援内容要件として記載必須です。i), ii) ,iii)について必ず記載してください。
助成事業期間中に実施を予定している内容を記載してください。単なる活動列挙ではなく、支援対象者の創薬プロジェクトの進展に資する具体的な支援内容を示してください。


ⅰ）アウトリーチ活動方法



シーズ発掘・評価の方法、カーブアウト案件の取り込み方法等を記載してください。


ⅱ）支援対象者への伴走支援
公募要領に記載の支援内容を踏まえた研究開発早期段階から実用化段階までの連続的な支援、カーブアウト支援や海外展開に向けた支援等を記載してください。





ⅲ）SABを活用した評価・意思決定プロセス
SABによる評価方法・基準、SABからの助言を踏まえた意思決定プロセス等を記載してください。







3 KPI
以下のKPI項目を設定することが適当でない場合には、当該項目を設定しない合理的理由を記載してください。また、それぞれのKPIに対する達成水準の妥当性及び検証方法について、可能な範囲で記載してください。要件として記載必須です。各々説明に沿った内容を記載して下さい｡
以下の標準的なKPIを全て設定して下さい。但し特定のKPI項目を設定することが適当でない場合には、当該項目を設定しない合理的理由を明示して下さい。
KPIは目標値のみではなく、達成水準の妥当性、達成状況の確認方法（検証方法）も可能な範囲で」記載してください。


ⅰ）アウトリーチ・シーズ発掘活動の進捗
・ターゲット/シーズ評価件数：
・ヒアリング件数：
・SABによる評価件数：
・支援開始件数：
・秘密保持契約（CDA）件数：
・製薬企業由来のカーブアウトシーズの評価/支援開始件数

ⅱ）支援対象者への支援進捗
・FDA相談に係るコンサルテーション回数：
・PMDAへの相談実施回数（事前面談を含む）：
・知的財産取得に関するサポート実施件数：
・資金調達に向けたVCとの面談回数（国内、海外別）：

ⅲ）資金調達の成果
・金融機関、VCや民間投資家からの資金調達総額（AMED等の公的資金を除く）：






4 実施スケジュール


実施スケジュールには、助成事業期間中に実施することが確実な内容を記載してください。


































5 事業に必要な経費全ての金額は税抜きで記載、申請して下さい。
(免税事業者、簡易課税事業者、消費税法別表第３に掲げる法人はこの限りではございません)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	総事業費
	対象経費の所要見込み額
	助成金申請予定額

	

	

	




	助成対象経費支出予定額積算内訳

	区分・算出内訳
	所要見込額・積算
	助成金申請予定額

	■直接経費経費は、単価ｘ人数ｘ回数等、積算根拠が分かるように記載してください。
また、事業内容との関係が分かる記載としてください。

	
	

	人件費
	
	

	
	
	

	
	
	

	業務費（諸謝金）
	
	

	
	
	

	
	
	

	業務費（旅費）
	
	

	
	
	

	
	
	

	業務費（会議費）
	
	

	
	
	

	
	
	

	業務費（消耗品費（借料及び損料））
	
	

	
	
	

	
	
	

	業務費（通信運搬費）
	
	

	
	
	

	
	
	

	業務費（外注費）
	
	

	
	
	

	
	
	

	業務費（共同研究費）
	
	

	
	
	

	
	
	

	その他（その他諸経費）
	
	

	
	
	

	
	
	

	■間接経費
	
	

	一般管理費
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


※共同研究費として支援対象者へ支出する経費は、支援対象者にとって寄附金その他の収入源と二重の収入にならないよう予め留意して支出予定額を申請すること。
※総事業費のうち助成対象経費とならない自己負担額がある場合、「総事業費」の欄に自己負担額分の資金調達方法（自己資金、政府関係金融機関からの借入れ、民間金融機関等からの借入れ、出資、社債発行など）も併せて記載すること。

自己負担額がある場合は、自己負担額分の資金調達方法も記載してください。

6 令和７年度「創薬エコシステム発展支援事業」の成果報告（該当事業者のみ）
ⅰ）アウトリーチ活動方法（内容、対象、件数等の実績も含め記載）
令和７年度「創薬エコシステム発展支援事業」を実施した事業者は必ず記載してください。





ⅱ）支援対象者への伴走支援（支援内容、シーズ進捗等の実績も含め記載）





ⅲ）SABを活用した評価・意思決定プロセス（支援対象者の選定方法、資金配分方法、SABからの助言の反映状況等の実績も含めて記載）





ⅳ）昨年度から継続して支援を行う支援対象者がいる場合は、当該支援対象者に対する支援予定内容とその理由


